※離職前の会社と関連がないか証明をお願い致します。　　　再就職先での証明
関連事業主に関する証明書

	①

離職前事業主名
(受給資格に係る離職をした事業所)
	

	

	②
上記①の事業主との関係について、次の（１）から（３）のイまたはロを○で囲んでください。

	
	(1) 発行済株式の総数、又は出資の総額に占める所有株式、又は出資の割合が５０％を超えていますか。
	イ．はい
ロ．いいえ

	
	(2) 従業員のうちの相当数（おおむね３０％以上）が①の事業主から派遣されていますか。
	イ．はい
ロ．いいえ

	
	(3) 常時相当量（年間生産額又は売上高のおおむね５０％以上）の発注・受注が行なわれていますか。
	イ．はい
ロ．いいえ

	③
上記①の事業主が倒産し、又は廃止されている場合のみ、その上記事業主との関係について、次の（１）のイまたはロを○で囲んでください。

	
	(1) 発行済株式の総数又は出資の総額に占める所有株式数又は出資の割合が５０％を超えていた者が、貴事業主についても、その発行済株式の総数又は出資の総額の５０％を超える株式を所有し、又は出資していますか。
	イ．はい
ロ．いいえ

	④
上記の記載事実に誤りのないことを証明します。

 　　　　令和　　年　　月　　日
 　　　　　　公共職業安定所長 殿
事業所所在地：
事業所名称：

事業主氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（記入担当者所属・氏名：　　　　　　　　　　　　　）


事業主の証明については、事業主に電話等により確認させていただくことがありますので、
あらかじめご了承ください。
	⑤

　　申請者氏名
	

	⑥
　　被保険者番号
	


 注 意 
1． 申請者本人は①の欄に記載してください。
2． 再就職先の事業主は②または③の欄に記載し、④の欄に証明をしてください。
3． この証明書は、「再就職手当申請書」または「常用就職支度手当申請書」に添えて、就職日の翌日から１ヶ月以内に申請者の住所または居所を管轄する公共職業安定所の長に提出してください。
4． この証明書は、「再就職手当」または「常用就職支度手当」の支給要件を確認するために作成提出していただくものです。したがって事実と異なった証明をされ、申請者が不正受給を行ないますと、雇用保険法第１０条第４項の規定により事業主も連帯して不正受給金を返還していただくことがありますのでご留意ください。
（佐賀局統一様式　給付００４号　R50901改訂）
（本人記入）  





事 業 主 の 証 明








